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Ⅰ ２０１５年３月期第２四半期 

決 算 概 況 



１. 第２四半期決算概況 

単位：億円 

２０１４年３月期 

２Ｑ実績 

（構成比） 

２０１５年３月期 

２Ｑ実績 

（構成比） 

対前期増減 

（増減率） 

（a） （b） （b）－（a） 

受注高 1,379 1,481 
+ 102 

（+ 7.4％） 

売上高 
1,197 

（100％） 

1,231 

（100％） 

+ 34 

（+ 2.8％） 

NTT 442 428 
▲ 14 

（▲ 3.3％） 

マルチキャリア 432 459 
+ 27 

（+ 6.1％） 

環境・社会 

イノベーション 
98 147 

+ 49 

（+ 50.7％） 

ICT 

ソリューション 
224 196 

▲ 28 

（▲ 12.4％） 

売上総利益 
120 

（10.1％） 

154 

（12.5％） 

+ 34 

（+ 27.8％） 

販管費 
92 

（7.8％） 

94 

（7.7％） 

+ 2 

（+ 2.0％） 

営業利益 
27 

（2.3％） 

59 

（4.8％） 

+ 32 

（+ 114.2％） 

経常利益 
31 

（2.6％） 

62 

（5.1％） 

+ 31 

（+ 100.7%） 

四半期純利益 
17 

（1.5％） 

39 

（3.2%） 

+ 22 

（+ 125.6%） 

繰越工事高 876 987 + 111 
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２０１４年３月期 

２Ｑ進捗率 

２０１５年３月期 

２Ｑ進捗率 

48.9% 51.1% 

43.1% 43.2% 

44.3% 46.0% 

44.0% 49.4% 

34.4% 35.2% 

44.2% 34.5% 

40.3% 47.7% 

50.2% 49.1% 

24.2% 45.7% 

25.4% 46.0% 

24.3% 42.8% 

― ― 

第2四半期決算のポイント 

受注高 

⇒マルチキャリア事業、環境・社会イノベーション事業の拡大によ
り1,481億円（対前期＋102億円）と大幅に増加 

 

売上高 

⇒マルチキャリア事業、環境・社会イノベーション事業は拡大した
ものの、NTT事業、ICTソリューション事業の減少により1,231

億円（対前期＋34億円）と微増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上総利益 

⇒利益率が10.1％から12.5%に改善したことにより、154億円
（対前期+34億円）と大幅に増加 

 

販管費 

⇒M&Aや販売費の増加により94億円（対前期+2億円）と増加 

営業利益 

⇒59億円（対前期＋32億円）となり前期比2.1倍 

 

 

四半期純利益 

⇒退職給付制度の見直しに伴う特別利益の計上（5億円）等も
あり、39億円（対前期＋22億円）となり前期比2.3倍 

 

 繰越工事高 

⇒987億円（対前期＋111億円）と高水準 



２. 売上高の詳細[対前期増減] ３. 営業利益の詳細[対前期増減] 

 NTT事業は、大規模工事や日常工事が減少 

 マルチキャリア事業は、LTE工事、WiMAX工事が好調 

 環境・社会イノベーション事業は、電気・空調工事の拡大等により増加 

 ICTソリューション事業は、モバイル関連の通信機材販売が減少 

 売上高増加により、対前期＋３億円の増益要因 

 売上総利益率は、既存事業の業務改善施策推進により改善し、対前期
＋３０億円の増益要因 

 販管費は、一般管理費の削減はあるものの、M&Aや販売費の増加によ
る影響が大きく、対前期▲２億円の減益要因 

1,197  

1,231 

1,200  

▲14 
+27 

+49 

▲28 

2014年3月期 

2Q実績 

2015年3月期 

2Q実績 

2015年3月期 

2Q計画 

●増加要因 
▲減少要因 

売上高 営業利益 （単位：億円） （単位：億円） 

NTT 

マルチ 
キャリア 

環境 
社会 

ＩＣＴ 

442億⇒428億 
▲大規模工事の減少等 

432億⇒459億 
●LTE工事等の拡大 
●グローバル事業の拡大 

27  

59 

30  

+3 

+30 

▲2 

2014年3月期 

2Q実績 

2015年3月期 

2Q実績 

2015年3月期 

2Q計画 

●増加要因 
▲減少要因 

●1,197億⇒1,231億（＋34億） 

売上総利益率 10.1％⇒12.5% 
●既存事業の業務改善施策推進 

売上高 
増加 

売上総利益率 
改善 

販管費 
増加 
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98億⇒147億 
●電気・空調工事の拡大 

224億⇒196億 
▲通信機材販売減少 ●一般管理費の削減 ＋4億 

▲販売費の増加    ▲6億 

対計画 
+ 31億 

対前期 
+ 34億 

対計画 
+ 29億 

対前期 
+ 32億 
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Ⅱ 通 期 計 画 



単位：億円 

２０１４年３月期 

実績 

２０１５年３月期 

当初計画 修正計画 
対当初計画 

増減 

対前期 

増減 

（a） （b） （c） （c）－（b） （c）－（a） 

受注高 2,820 2,900 2,900 ― + 80 

売上高 
2,777 

（100%） 

2,850 

（100%） 

2,850 

（100%） 
― + 73 

 ＮＴＴ 999 940 930 ▲ 10 ▲ 69 

 マルチキャリア 984 940 930 ▲ 10 ▲ 54 

 環境・社会 

イノベーション 
285 400 420 + 20 + 135 

 ＩＣＴ 

ソリューション 
508 570 570 ― + 62 

売上総利益 
299 

（10.8%） 

317 

（11.1%） 

323 

（11.3%） 
+ 6 + 24 

販管費 
185 

（6.7%） 

186 

（6.5%） 

193 

（6.8%）  
+ 7 + 8 

営業利益 
114 

（4.1%） 

130 

（4.6%） 

130 

（4.6%） 
― + 16 

経常利益 
122 

（4.4%） 

136 

（4.8%） 

136 

（4.8%） 
― + 14 

特別損益 ▲ 0 5 20 + 15 + 20 

当期純利益 
71 

（2.6%） 

83 

（2.9%） 

92 

（3.2%） 
+ 9 + 21 

１. 通期計画の見直しについて 

（注）（ ）内の数値は構成比率 

見直しのポイント 

 

 

 

売上高 

⇒NTT事業は、上期における光工事の動向等を勘案し930億円に
下方修正 

⇒マルチキャリア事業は、通信キャリアの設備投資動向等を勘案し
930億円に下方修正 

⇒環境・社会イノベーション事業は、下期にEV充電工事や太陽光
工事の完成が多くなることから420億円に上方修正 

 

 

 

 

売上総利益 

⇒上期は好調であったが、下期は比較的利益率の低い環境・社会
イノベーション事業の売上が拡大することなどから微増 

販管費 

⇒間接費削減ＰＴ等の取組みにより４億円の削減を見込むものの、
販売費の増加やオーストラリアにおける事業拡大により増加する
見込み 

 

 

 

特別損益 

⇒退職給付制度の見直しに伴い、年金資産としていた株式が積立
超過となり、これを会社資産に戻すことにより特別利益を予定 

当期純利益 

⇒特別利益の計上により、当初計画の83億円から92億円へ上方
修正 
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17 17 16 16 24 

3 

10 

47.0% 
50.7% 39.2% 

22.9% 

26.5% 

0.0%

30.0%

60.0%

0

15

30

配当金総額（左） 自己株式取得額（左） 配当性向（右） 

■ 株主還元の推移 

（単位：億円） 

２. 株主還元について 

2011年3月期（注） 2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期 2015年3月期（予） 

配当金総額 17億円 17億円 16億円 16億円 24億円 

当期純利益 37億円 32億円 42億円 71億円 92億円 

1株あたり 

年間配当金 

中間 10円 10円 10円 10円 15円 

期末 10円 10円 10円 10円 15円 

合計 20円 20円 20円 20円 30円 

自己株式取得額 3億円 ー ー 10億円 ー 

連結配当性向 47.0％ 50.7％ 39.2％ 22.9％ 26.5％ 

連結総還元性向 54.7％ 50.7％ 39.2％ 36.7％ 26.5％ 

ROE 3.8％ 3.3％ 4.1％ 6.7％ 8.0％ 

（注）・当社は2010年10月に設立したため、2011年3月期の１株あたり年間配当金は期末配当金10円と旧大明の中間配当金10円を加えた20円を記載しております。  

（単位：％） 

・2011年3月期決算は、当社設立に伴う企業結合会計（パーチェス法）で行っており、単純比較が出来ないことから、連結配当性向、連結総還元性向、ＲＯＥについては
統合３社の単純合計値から経営統合に伴い発生した「負ののれん」影響額（268億円）を除いた数値により算出しております。 

 配当政策は、業績や配当性向などにも配意しつつ、安定的・継続的に配当を行うことが基本方針 

 今年度は、業績見通しや配当性向などを総合的に勘案した結果、増配することとし、中間配当金については前年度から５円増配の１５円、期末配当金に
ついても前年度から５円増配の１５円とする方針。これにより年間配当金は３０円を予定 

 増配により、配当性向は前期２２．９％から２６．５％に上昇する見通し 
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Ⅲ 各事業における具体的取組み 



2,910  2,630  2,400  

8,631 8,325 
7,600 

通期 通期 通期 

１. ＮＴＴ事業における取組み 

442  433  428  

557  507  502  

0

400

800

1,200

2014年3月期 2015年3月期 

（当初計画） 

2015年3月期 

（修正計画） 

（単位：億円） 

■ 売上高推移 

 事業運営体制の改革を行い、売上減少でも利益を創出できる体制を構築中 

 上期は、大規模工事や日常工事が減少 

 下期は、工事事務所の統合等更なる効率化に取り組む 

■ 上期の取組み状況 

9 

（参考）ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズの設備投資額推移 

出所：ＮＴＴ発表資料より当社作成 

999 940 
930 

2014年3月期 2015年3月期 2013年3月期 

上期 

下期 

上期 
実績 

下期 
見込 

内容 

売上拡大 

光工事等 
• 都市部エリアは堅調 

• 長期滞留工事の消化促進等により売上確保 

設備運営 
業務 

• 故障修理だけでなく、設備保守も含めたエリア全体の

受託拡大 

• エリア全体の受託に備えた体制整備推進 

• 宅内保守受託の試行実施（兵庫：6月～） 

営業体制 
強化 

• 広域工事の拡大に取組む 

⇒四国・東北エリアの受注拡大（7億円） 

東北復興 
• 来期以降に本格化の予定であり、受注獲得に向けた

取組み強化 

効率化 
推進 

人員シフト 

• 他部門へのシフト促進等により収支改善 

⇒人員シフト・退職不補充により、上期は約▲50名の

人員減（通期計画は▲80名を予定） 

事務所 
統合 

• 各県域の事務所統合による効率化推進 

⇒神奈川（今年度集約予定） 

⇒埼玉、群馬、千葉、栃木、茨城（来期以降予定） 

サポート業務 
集約 

• 設計、竣工処理、工程・工事料金チェックなどの業務

を東京エリアについて集約 

• 業務委託推進によりコスト削減 

コア会社 
運営体制 

• 昨年１０月に子会社を再編（１２→８社） 

⇒業務の効率化・平準化を推進しコストを削減 

（計画） 

うち 
光化 

投資額 
3,687 3,826 3,177 

0

4,000

8,000

12,000

上期 上期 上期 

（単位：億円） 



869  1,277  1,859  
3,610 3,018 2,925 

2,155  2,397  2,887  

2,631  3,558  2,739  

0

7,000

14,000

21,000

上期 上期 上期 

2,189  
3,878  4,180  

7,537 7,031 6,900 

4,670  5,718  5,800  

7,794  7,474  
5,500  

通期 通期 通期 

Soft Bank

KDDI

NTTドコモ 

２. マルチキャリア事業における取組み 

432  391  459  

552  
549  471  

0

400

800

1,200

2014年3月期 2015年3月期 

（当初計画） 

2015年3月期 

（修正計画） 

（単位：億円） 

■ 売上高推移 

 小規模大量工事が増加するなか、生産性向上施策により利益向上 （ＩＴツール活用、内製化、元請け・子会社一体化） 

 キャリアグループの戦略に柔軟に対応し、ビジネス機会の拡大を図る 

 下期は、通信キャリアの設備投資動向などを勘案し、対前期で売上減少を見込む 
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（参考）モバイルキャリア３社の設備投資額の推移 

出所：各社発表資料より当社作成 
（注）1. KDDI、Soft Bankについては固定系を含む設備投資額を記載 

984 940 930 

8,396 
8,973 

20,223 20,001 

2014年3月期 2015年3月期 2013年3月期 

上期 

下期 

上期 
実績 

下期 
見込 

■ 上期の取組み状況 

内容 

売上拡大 

LTE工事 
WiMAX工事 

• LTE工事の効率化・平準化による進捗の推進 

• WiMAX工事、付帯工事の取組み強化 

不感地 
対策工事 

• 屋内対策工事（再開発施設・ビル、地下街等） 

• 地下鉄（JMCIA）の取組み強化 

ストックビジネス 
周辺ビジネス 

• 基地局保守、設備センタの運用業務拡大 

• 固定／NW関連工事の取組み強化 

• 人流監視システム工事、シールドルーム 

グローバル 
事業 

• ７月にミライト・テクノロジーズ オーストラリア設立。 
豪州でのTier１企業として事業拡大 
⇒第2四半期より連結 

効率化 
推進 

マネジメント 
強化 

• SCM※強化による進捗率向上 

⇒工程毎の進捗見える化によるボトルネック工程 

対策強化 

• マルチスキル化の更なる推進 

リソース 
最適化 

• 内製化、子会社との連携強化によるリソース配置の 

最適化推進 

ＩＴツール 
活用 

• 業務支援ツールでの情報共有、モバイルデバイス活用

による作業効率化・平準化・見える化の追求 

※ SCMはサプライチェーンマネジメントの略 

（単位：億円） 

（計画） 

18,200 

8,551 

2.Soft Bankの設備投資実績は、スプリント及びソフトバンクテレコムの法人向けモバイルレンタル端末を除く 

ドコモのうち 
ＬＴＥ投資額 



３. 環境・社会イノベーション、ＩＣＴソリューション事業における取組み 

98  
147  147  

187  

253  273  

0

200

400

600

2014年3月期 2015年3月期 

（当初計画） 

2015年3月期 

（修正計画） 

（単位：億円） 

■ 売上高推移（環境・社会イノベーション事業） 

 環境・社会イノベーション事業については、上期は電気・空調工事等が拡大。下期は太陽光工事、EV充電器設備工事や社会インフラ工事が拡大 

 ＩＣＴソリューション事業については、上期はモバイル関連の通信機材販売が減少したものの、下期はソフトウェアやＰＢＸ工事の完成により売上拡大 

224  229  196  

284  341  374  

0

300

600

900

2014年3月期 2015年3月期 

（当初計画） 

2015年3月期 

（修正計画） 

（単位：億円） 

■ 売上高推移（ＩＣＴソリューション事業） 
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285 

400 
420 

508 
570 570 

事業区分 内容 

環境・社会 
イノベーション 

事業 

太陽光 

• 大手新電力会社との協力体制強化 

⇒完工／41箇所（前期比倍増）、32MW（前期

6MW） 

環境・ 
エネルギー 

• ＥＶ充電器設備工事 

• ＢＥＭＳ工事（ドラッグストアチェーン） 

• マンション一括受電工事（新規導入11棟） 

• 地方自治体の街灯などＬＥＤ取替工事 

社会インフラ 
公共工事 

• 老朽インフラ対策 

⇒高速道路（ＥＴＣ更改、首都高照明工事） 

⇒上下水道工事（東京都）等 

• 公共工事 

⇒湘南バイパス通信管路工事等 

⇒防衛省、米軍の通信インフラの改修工事等 

ＩＣＴ 
ソリューション 

事業 

ネットワーク・ 
サーバ 

• 大型データセンタ設備工事・運用保守 

• ネットワーク・サーバ更改（大学・自治体等） 

• セキュリティ関連新商品の代理店販売拡大 

⇒クラビスタ（スウェーデン／NWセキュリティ） 

⇒サーベオン（台湾／監視カメラ） 

ＰＢＸ 

• 大型ＰＢＸ更改工事 

 ⇒東京大学本郷等7拠点PBX更改 

⇒大手銀行・証券・病院・流通関連 

ソフトウェア 

• 札幌市の国保、医療助成システム 

• 保守・運用（維持管理）からのビジネス拡大 

 ⇒企業の人事給与システム開発受託 

上期 

下期 

上期 

下期 

上期 
実績 

下期 
見込 

上期 
実績 

下期 
見込 

■ 上期の取組み状況 



0

50

100

150

2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期 2015年3月期 

（計画） 

EV充電 

Wi-Fi

NW工事 

TV受信対策 

ＥＶ充電システム 

• ＥＶ充電器設置工事（全国約1,200箇所受注） 

⇒高速道路ＳＡ・ＰＡ、コンビニエンスストア、 

ショッピングモール等 

 

モバイルＩＣＴビジネス 

• ホテル向けタブレットサービス「ee-TaB*」をテック

ファーム社と共同開発 

 ⇒ホテルチェーンに１１月よりサービス提供開始 

 

Ｗｉ-Ｆｉ＆ソリューション 
• Wi-Fi設置工事 

⇒地下鉄、コンビニエンスストア、大手テーマパーク等 
• 企業向けWi-Fi環境構築のパッケージ化推進 

 

東京都内 
再開発関連 

• 電線地中化工事 
• 豊洲新市場（携帯電話屋内対策工事） 
• 東京五輪関連ビジネスへの取組み 

 

700MHz 
テレビ受信障害対策 

• 北海道、東北、東海、北陸エリアを担当 

⇒今年度から全国の公共機関施設を皮切りに対策 

開始予定 

エネルギーマネジメント
ソリューション 

• 経産省補助事業における「エネルギー管理支援サービ

ス事業者」にミライト・テクノロジーズが採択 

⇒無線デマンドコントロールシステムで企業等の省エネ

化をサポート 

■参考（新事業への取組み） 

0

50

100

0

75

150

2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期 2015年3月期 

（計画） 

受注額（左） 

売上高（左） 

受注発電量（右） 

太陽光工事の受注額、発電量 

（単位;億円） （単位;MW） 

（受）11億円 6MW 
（売）10億円 

（受）85億円 47MW 
（売）49億円 

（受）110億円 65MW 
（売）80億円 

（受）3億円 0.8MW 
（売）3億円 

全国施工タイプの工事拡大（売上高） 

（単位;億円） 

28億円 

40億円 47億円 

120億円 
以上 

新事業への取組み オーストラリアにおける事業拡大 

オーストラリアにおけるグループ会社（Relative MIRAIT社）と現地法人（CCTS社）を７月に
経営統合。ミライト・テクノロジーズ オーストラリアが、Tier1企業として豪州の全国ブロード
バンドネットワーク構築プロジェクト(NBNプロジェクト)に参画し事業拡大 
⇒第2四半期より連結 （予想売上高 今年度約36億円） 

両社の営業エリアを足すと、 
オーストラリアの全人口の 

約90％をカバー 
 

※色の濃い地域は人口集中エリア 

12 

●ブリスベン 

●メルボルン 

アデレード 
● 

ダーウィン 
● 

パース 
● 

上期 
35億円 

上期 
（受）45億円 
（売）31億円 

●シドニー 
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４. 構造改革の取組み 

 新事業の推進と人材活用に向けた組織整備を実施（７月） 
⇒（ミライト） 事業本部の再編、インキュベーション組織の設置 
⇒（ミライトＴ）ハイパーテクノポートセンタの設置 （技術力の向上とスキル転換強化） 

 成長分野への人員シフトの促進（上期実績 約３００名） 

（１） 今後の柱となる事業の拡大に向けた組織整備 

ICTソリューション事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存事業 

 

 

 

 

マルチキャリア事業 

環境・社会 
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業 

社内及びグループ会社から人材公募 

2020 
事業推進室 

次世代エネルギー 
事業推進室 

イータブ・プラス 
推進室 

EV充電システム 
推進室 

Wi-Fi＆ｿﾘｭｰｼｮﾝ 
事業推進室 

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ組織を設置 

人材シフト 

Ｍ2Ｍ関連 
ビジネス推進室 

イータブ・プラス 
推進室 

• ホテルを手始めに、様々な業種にタブレットを利

用した新たなサービスを企画、開発 

⇒観光、外国人向けサービス、ショッピング等 

ＥＶ充電 
システム 
推進室 

• ＥＶ充電器工事を手始めに、設置拠点におけるス

トックビジネスの推進と新たな交通分野のサービ

スを企画、開発 

Ｗｉ-Ｆｉ＆ 
ソリューション 
事業推進室 

• 通信キャリアと連携した自治体・商業施設等への

ソリューション提案 

⇒観光、広告、ショッピング等 

• ＮＷ構築から運用・保守までのワンストップ提供

及びアプリケーション開発までのパッケージ化 

次世代 
エネルギー 
事業推進室 

• 創エネ、蓄エネ、省エネ等への取組み 

• 発電事業者との協業モデルの構築 

• 新規ビジネスモデルの開拓営業 

2020 
事業推進室 

• 東京の街づくり事業（スマートシティ、ＣＥＭＳ、イ

ンフラ維持メンテナンス等）への取組み 

• 営業戦略策定、協業者開拓 

Ｍ2Ｍ関連 
ビジネス 
推進室 

• Ｍ２Ｍ市場開拓のための企画、調査、開発、ス

キーム構築等 

• 橋梁点検技術への取組み（国交省公募） 

インキュベーション組織で
新たな事業の発掘、 

企画・立案を実施 

兼務者37名 
各事業部との兼務者が 

具体的なビジネスを拡大 

■参考（㈱ミライトにおけるインキュベーション組織の新設） 

専担者32名 

11名 21名 



は工事事務所の統合 
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東京 

神奈川 

千葉 

茨城 

栃木 

埼玉 

茨城エリア（５拠点⇒集約検討中） 

千葉エリア（８⇒５拠点） 

埼玉エリア（１０⇒７拠点） 

神奈川エリア（６⇒４拠点） 

群馬エリア（９⇒８拠点） 栃木エリア（４⇒１拠点） 

4⇒１拠点 
（来秋予定） 

SSCはサービスサポートセンタの略 

 各県域の事務所統合による効率化推進 

⇒工事部隊を統合することによる直接工事稼働、工事車両等の削減 
⇒デスク統合による間接稼働の削減 
⇒賃貸ビルから自社所有ビルにすることによる賃料の削減 

 サポート業務（設計・オーダ作成・写真検査等）の集約 

⇒東京エリアで今年度を目途に集約。他のエリアについても今後検討 

（２） ＮＴＴ事業の関東圏における事務所統合と業務集約 

 
（３⇒１拠点 今年１２月予定） 
・藤沢技術センタ 
・綾瀬技術センタ 
・藤沢SSC 

 
・平塚技術センタ・SSC 

 
・横浜技術センタ 

 
・横須賀技術センタ・SSC 

 
（５⇒２拠点 来秋予定） 
・成田技術センタ（２拠点） 
・成田SSC 
・銚子技術センタ 
・銚子SSC 

 
・長沼技術センタ 
・古市場技術センタ・千葉SSC 

 
・柏技術センタ・SSC 

東京エリア（４拠点） 

  
・新木場技術センタ 

 
・池袋技術センタ 
・板橋技術センタ 

 
・江東技術センタ 

 
・土浦技術センタ 
・土浦SSC 

 
・下館技術センタ 
・下館SSC 
・水海道SSC 

 
（５⇒４拠点 来春予定） 
・高崎技術センタ 
 （２拠点） 
・長野原技術センタ 

3⇒2 
統合 

 
（４拠点） 
・太田技術センタ 
 （２拠点） 
・桐生SSC 
・館林SSC 

 
（５⇒２拠点 来夏予定） 
・熊谷技術センタ 
 （２拠点） 
・熊谷SSC 
・熊谷（本庄）SSC 

4⇒1 
統合 

 
・さいたま技術センタ 
・久喜技術センタ 
・大宮SSC 

 
・所沢技術センタ 
・飯能SSC 

・富岡SSC 
・渋川SSC 

・秩父技術センタ 

※サポート業務（アクセス・ユーザ）は今年度を目途に集約 

群馬 

高崎エリア 太田エリア 

熊谷エリア 大宮エリア 

所沢エリア 

京橋エリア 

江東エリア 

池袋エリア 

藤沢エリア 横浜港エリア 

横須賀エリア 

平塚エリア 

小山エリア 

佐野エリア 

・足利技術センタ 
・五本松技術センタ 

・小山技術センタ 
・小山SSC 

下館エリア 土浦エリア 

成田・銚子エリア 柏エリア 

千葉（長沼）エリア 

はサポート業務の集約地域 



Ⅳ 決算補足資料 



単位：億円 
２０１１年３月期 

２Ｑ実績 

２０１２年３月期 

２Ｑ実績 

２０１３年３月期 

２Ｑ実績 

２０１４年３月期 

２Ｑ実績 

２０１５年３月期 

２Ｑ実績 

受注高 1,206 1,170 1,341 1,379 1,481 

売上高 1,113 1,010 1,165 1,197 1,231 

売上総利益 112 97 128 120 154 

売上総利益率 10.1% 9.7% 11.1% 10.1% 12.5% 

販管費 97 95 91 92 94 

販管費率 8.8% 9.5% 7.9% 7.8% 7.7% 

営業利益 14 2 37 27 59 

営業利益率 1.3% 0.2% 3.2% 2.3% 4.8% 

四半期純利益 6 5 0 17 39 

四半期純利益率 0.6% 0.6% 0.1% 1.5% 3.2% 

１. 業績の推移 

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております 
※当社は2010年10月に設立したため、2011年3月期2Q実績については、経営統合３社（大明㈱、㈱コミューチュア、㈱東電通）の実績を合算した数値を記載しております。 
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受注高 
 

単位：億円 

２０１４年３月期 
２Ｑ実績 

２０１５年３月期 
２Ｑ実績 

対前期増減 
（増減率） 

（a） （b） （b）－（a） 

NTT事業 500 455 
▲ 45 

（▲ 9.0%） 

マルチキャリア事業 471 526 
+ 55 

（+ 11.8%） 

環境・社会 
イノベーション事業 

156 245 
+ 89 

（+ 56.7%） 

ＩＣＴソリューション事業 250 252 
+ 2 

（+ 0.9%） 

合計 1,379 1,481 
+ 102 

（+ 7.4%） 

売上高 
 

単位：億円 

２０１４年３月期 
２Ｑ実績 

２０１５年３月期 
２Ｑ実績 

対前期増減 
（増減率） 

（a） （b） （b）－（a） 

NTT事業 442 428 
▲ 14 

（▲ 3.3%） 

マルチキャリア事業 432 459 
+ 27 

（+ 6.1%） 

環境・社会 
イノベーション事業 

98 147 
+ 49 

（+ 50.7%） 

ＩＣＴソリューション事業 224 196 
▲ 28 

（▲ 12.4%） 

合計 1,197 1,231 
+ 34 

（+ 2.8%） 

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。 

※２０１５年３月期から事業区分を変更しており、２０１４年３月期実績については、新区分により再算出した数値を記載しております。 
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２. 事業区分別受注高及び売上高 

２０１４年３月期 
通期実績 

進捗率 
２０１５年３月期 

通期予想 
対前期増減 
（増減率） 

進捗率 

（c） （a）／（c） （d） （d）－（c） （b）／（d） 

968  51.7%  900 
▲ 68 

（▲ 7.0%） 
50.7% 

978  48.2%  960 
▲ 18 

（▲ 1.8%） 
54.9% 

365 43.0% 450 
+ 85 

(+ 23.3%) 
54.6% 

509 49.2% 590 
+ 81 

(+ 15.9%) 
42.8% 

2,820  48.9%  2,900 
+ 80 

(+ 2.8%) 
51.1% 

２０１４年３月期 
通期実績 

進捗率 
２０１５年３月期 

通期予想 
対前期増減 
（増減率） 

進捗率 

（c） （a）／（c） （d） （d）－（c） （b）／（d） 

999 44.3%  930 
▲ 69 

（▲ 6.9%） 
46.0% 

984 44.0%  930 
▲ 54 

（▲ 5.5%） 
49.4% 

285 34.4% 420 
+ 135 

（+ 47.4%） 
35.2% 

508 44.2% 570 
+ 62 

（+ 12.2%） 
34.5% 

2,777 43.1%  2,850 
+ 73 

（+ 2.6%） 
43.2% 

910 

430 

940 

400 

940 

970 



単位：億円 

ミライト（連結ベース） ミライト・テクノロジーズ（連結ベース） 

２０１４年３月期 ２０１５年３月期 

増減額 

２０１４年３月期 ２０１５年３月期 

増減額 

２Ｑ実績 構成比 ２Ｑ実績 構成比 ２Ｑ実績 構成比 ２Ｑ実績 構成比 

売上高 793 100％ 801 100％ + 8 436 100% 478 100% + 42 

売上総利益 81 10.3％ 109 13.6％ + 28 39 9.1% 44 9.4% + 5 

販売費及び 
一般管理費 

57 7.3％ 59 7.4％ + 2 37 8.6% 37 7.8% ▲ 0 

営業利益 24 3.0％ 49 6.2％ + 25 2 0.5% 7 1.6% + 5 

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。 
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３. セグメント別決算概況 



資産 

１，７３４億円 
（内訳） 

流動資産  １，１８９億円 

（内現預金等       ２９７億円） 

（内完成工事未収入金 ５２１億円） 

固定資産  ５４４億円 

負債 

５３４億円 
  （内有利子負債     ５億円） 

  （内工事未払金  ２６４億円） 

純資産 

１，１９９億円 
（内訳） 

資本金７０億円 

資本剰余金２５９億円 

利益剰余金８１５億円 

自己株式▲２６億円 

少数株主持分３５億円 

２０１４年９月末 Ｂ/Ｓ 

自己資本 
１，１６４億円 
自己資本比率 

６７．１％ 

資産 

１，７５９億円 
（内訳） 

流動資産  １，２６０億円 

（内現預金等       １７６億円） 

（内完成工事未収入金 ７８６億円） 

固定資産  ４９９億円 

負債 

６１８億円 
  （内有利子負債      ５億円） 

  （内工事未払金  ３３９億円） 

純資産 

１，１４１億円 
（内訳） 

資本金７０億円 

資本剰余金２５９億円 

利益剰余金７６７億円 

自己株式▲２６億円 

少数株主持分３３億円 

２０１４年３月末 Ｂ/Ｓ 
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 総資産は、完成工事未収入金等の売掛債権が減少したことにより１，７５９億円から１，７３４億円に減少 

 負債は、工事未払金の減少等により６１８億円から５３４億円に減少 

 現預金は、１７６億円から２９７億円に増加 

 純資産は、利益剰余金の増加などにより１，１４１億円から１，１９９億円に増加（自己資本比率は６７．１％） 

４. 資産・負債・純資産の状況 



２０１１年３月期 ２０１２年３月期 ２０１３年３月期 ２０１４年３月期 
２０１５年３月期 

（計画） 

自己資本比率 66.5％ 65.3％ 60.0％ 63.0％ 67.9％ 

自己資本利益率（ＲＯＥ） 3.8% 3.3％ 4.1％ 6.7％ 8.0％ 

２０１１年３月期 ２０１２年３月期 ２０１３年３月期 ２０１４年３月期 
２０１５年３月期 

（計画） 

配当性向 47.0% 50.7％ 39.2％ 22.9％ 26.5％ 

総還元性向 54.7% 50.7％ 39.2％ 36.7％ 26.5％ 

株主還元指標 

資本関係指標 

（注） 2011年3月期決算は、当社設立に伴う企業結合会計（パーチェス法）で行っており、単純比較が出来ないことから、ＲＯＥ、配当性向、総還元性向については統合３社の単純合計値から経営統合に
伴い発生した「負ののれん」影響額（268億円）を除いた数値により算出しております。 
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５. 主要な経営指標等の推移 



単位：億円 
２０１１年３月期 

２Ｑ実績 

２０１２年３月期 

２Ｑ実績 

２０１３年３月期 

２Ｑ実績 

２０１４年３月期 

２Ｑ実績 

２０１５年３月期 

２Ｑ実績 

営業キャッシュ・フロー 85 75 42 75 153 

投資キャッシュ・フロー ▲ 36 ▲ 0 ▲ 11 ▲ 15 ▲ 22 

財務キャッシュ・フロー ▲ 26 ▲ 11 ▲ 11 ▲ 15 ▲ 10 

フリー・キャッシュ・フロー 49 75 31 59 131 

単位：億円 
２０１１年３月期 

２Ｑ実績 

２０１２年３月期 

２Ｑ実績 

２０１３年３月期 

２Ｑ実績 

２０１４年３月期 

２Ｑ実績 

２０１５年３月期 

２Ｑ実績 

現金及び現金同等物 236 250 216 183 288 

有利子負債 ▲ 37 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 5 

ネットキャッシュ 199 247 212 178 283 

（注）１．ネットキャッシュは現金及び現金同等物から有利子負債を差し引いたもの 

       ２．現金及び現金同等物は３カ月超の預金及び有価証券を除く 

現預金等・有利子負債 

キャッシュ・フロー 

設備投資・減価償却費 

単位：億円 
２０１１年３月期 ２０１２年３月期 ２０１３年３月期 ２０１４年３月期 ２０１５年３月期 

2Q実績 通期実績 2Q実績 通期実績 2Q実績 通期実績 2Q実績 通期実績 2Q実績 通期計画 

設備投資額 47 64 8 34 15 29 10 32 10 42 

減価償却費 13 28 13 27 12 25 10 22 12 23 

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております 
※当社は2010年10月に設立したため、2011年3月期2Q実績については、経営統合３社（大明㈱、㈱コミューチュア、㈱東電通）の実績を合算した数値を記載しております。 21 



2
2 

Ⅴ 中期経営計画 
（2014～2016年度） 



 今後の柱の中心となる、「環境・社会イノベーション事業」と「ＩＣＴソリューション 
事業」に人材リソースを集中投入し、売上高と利益の拡大を実現 

 既存事業については、小規模大量工事対応や人材流動化などの徹底した効率
化と、技術力を活用した事業領域の拡大を推進 

 戦略的な人員シフトと人材の確保・育成に注力し、人材基盤を強化 

 事業力強化のための事業基盤の整備 
グループフォーメーションの強化 
今後の柱となる事業に必要な全国施工・保守体制の確立 
ワークプラットフォームの構築・改善 

 アベノミクス 

 社会インフラの再構築 

 ＩＣＴ技術の活用による社会イノベーションの進展 

 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック 

環境はフォローの風 

１. 中期経営計画目標 

売上高 ３，１００億円 

営業利益 １７０億円 

営業利益率 ５．５％ 

■売上高・営業利益の推移 ■数値目標（２０１７年３月期） 

■事業環境 ■基本方針 

■新たな中期経営計画の位置づけ 

49 52 108 114 130 170 

2,466 
2,360 

2,710 2,777 2,850 

3,100 

2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期 2015年3月期 

計画 

2017年3月期 

目標 

売上高 

営業利益 

（単位：億円） 

■主要施策 

ＲＯＥ 
（自己資本利益率） 

８％以上 

（注）ＲＯＥは今回の中計で新たに採用した経営指標 

 外部環境の変化を積極的に捉え、ミライトグループの事業構造の
改革を加速するための計画 

 オリンピックイヤー （２０２０年度）に向けた長期的な事業改革 
におけるマイルストーンと位置付け、３ヶ年の計画を策定 

 「今後の柱となる事業」の積極的な拡大と、既存事業の継続的かつ効率的な推
進により、「総合エンジニアリング＆サービス会社」として企業価値の向上と持続
的な成長を目指す 
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環
境
・
社
会 

 
 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
連 

新中期経営計画 

■事業構造変革イメージ 

NTT 
999億円（36％） 

マルチキャリア（モバイル） 
845億円（30％） 

２. 事業の方向性と売上構成の推移 

売上高   2,777億円 
営業利益   114億円 
営業利益率  4.1％ 
ＲＯＥ      6.7％ 

2014年3月 2017年3月 

既存領域 
455億円（17％） 

 
環
境
・
社
会 

 
Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
連 

 
マイルストーン 

2020年度に向けた 

2021年3月 

 

環
境
・社
会 

 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
連 

既
存
キ
ャ
リ
ア
事
業 

932億円 
34% 

1,844億円 
66% 

1,460億円 
45％ 

今後の柱 
477億円（17％） 

既
存
キ
ャ
リ
ア
事
業 

1,640億円 
55% 

３年後 
980億円（30％） 

480億円（15％） 

800億円（25％） 

840億円（30％） 

今後の柱となる事業を１７％→３０％へ拡大 

① ＩＣＴソリューション・ストックビジネス 

② 環境・社会インフラ 

③ マルチキャリア周辺等 

売上高   3,100億円 
営業利益   170億円 
営業利益率  5.5％ 
ＲＯＥ      8.0％以上 

既
存
キ
ャ
リ
ア
事
業 

2020年度 
50％超 

2020年度 
売上高構成比率 

⇒ １／２超 
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 「環境・社会イノベーション事業、ＩＣＴソリューション事業」等を拡大し、３年後には売上高を全体の約４５％に拡大 

 「環境・社会イノベーション事業、ＩＣＴソリューション事業」等のうち「今後の柱となる事業」については、３年後に売上高全体の約３０％まで成長させる 



社会 

インフラ 

老朽 

インフラ 

３. 事業環境の変化とビジネスチャンス 

2014年 2016年 2020年 

環境・エネルギー 

放送 

ICT ICT技術 

東京オリンピック・ 

パラリンピック 

EV・PHV車／EV充電ステーション ＩＴＳ EV充電システム 

2,600億円 

PPP／PFI市場 

12兆円 

次世代インフラ構築市場 

16兆円 

EMS市場 

6,400億円 HEMS 

無電柱化／CCBOX 交通網整備 

フリーWi-Fi 

セキュリティ 

デジタルサイネージ 

東京オリンピック・ 

パラリンピック開催 

 

東北集中復興 

BEMS 

ＰＦＩ市場の拡大 

太陽光発電 

高速道路・橋梁・下水道等の老朽化対策 

通信・放送融合 スマートＴＶ ４Ｋ／８Ｋ放送 

マイナンバー 

センサネットワーク 

ビッグデータ クラウド 

ＩＴ教育ビジネス 

3,200億円 

サイバーセキュリティ 

M2M 

電子カルテ 

センサーネットワーク 

市場2,600億円 

M2M市場 

1.2兆円 

遠隔医療 医療・介護・教育 

交通システム 

電力自由化 

スマートグリッド 

■ 社会環境の変化 

低成長・デフレからの脱却 
老朽インフラ・大規模災害対応 
環境・エネルギー問題 
財政赤字 
少子高齢化・人口減少・地方過疎化 
東北復興 

アベノミクスの３本の矢⇒10年間の名目成長率＋3％ 
規制緩和・対日直接投資促進（2020年までに35兆円倍増） 

⇒戦略特区、法人税引下げ、ＴＰＰ、ＰＦＩ拡大（10年間で4兆⇒12兆円）等 
観光立国政策「ビジット・ジャパン」を東京オリンピックを契機に促進 
国土強靭化基本法（2013/12）⇒3年間で15兆円投資 
再生可能エネルギー買取制度（2012/7～）、電力自由化（2016年～） 
消費増税5％⇒8％（2014/4）⇒10％（2015/10） 
定年延長（～65歳）、健康・医療・介護制度、子育て支援充実 
東北復興基本方針⇒5年間で13兆円の集中復興（10年間では23兆円） 

■ 日本の構造的な問題 ■ 日本政府の政策 

ミライトのビジネスチャンス 

欧米と日本の無電柱化の現状 

100% 

83% 

48% 

15% 

ロンドン・パリ 

（2004年） 

ニューヨーク 

（2011年） 

東京23区（幹線） 

（2013年） 

全国（市街地の幹線） 

（2013年） 

1,355  

11,704  

0

5,000

10,000

15,000

2013.3 2016.3 2019.3

（億円） 

Ｍ２Ｍ市場予測（国内） 

0.3 1.2 5 10 

29 

86 

0

50

100

2009 2010 2011 2012 2015 2020

（万台） 

EV・PHV車の普及見通し（国内） 

90km 

30% 

49km 

16% 
81km 

27% 

43km 

14% 

38km 

13% 

総延長 

301km 
40年以上 
30～39年 
20～29年 
10～19年 
9年以下 

首都高速道路の経過年数（2011年4月） 

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ 

出所：野村総研資料より当社作成 

出所：国土交通省資料より当社作成 

出所：環境省資料より当社作成 

出所：国土交通省資料より当社作成 

NEW 

新車販売台数 
（500万台／年） 

NEW 
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0

250

500

英国 日本 

900MHz 

高速大容量通信 

700MHz 

3.4～ 
3.6GHz 

NTTドコモ 
KDDI 
eA 

Soft Bank 

2014年 2016年 2020年 

◆26倍 

1,000倍 

データ通信量 

スマートフォン／タブレット端末の普及 

ウェアラブル端末の商用化 

モバイル端末を利用した 

クラウドビジネス 

ＬＴＥ LTE-A(4G） 5G 新たな通信方式工事 

周波数帯域の 

拡大 

4～5GHz 

2015年サービス開始予定 

2015年以降サービス開始予定 

2020年までにLTE-A用に帯域を確保する計画 

TV干渉工事（700MHz） 

ネットワークのＩＰ網へのマイグレーション 

光回線網の成熟 

固定ブロードバンドから無線インターネットへの移行加速 

キャリアによる保守業務のアウトソーシング 

設備運営業務 

ネットワーク設備 

（交換系）投資 

小セル化の進展による 

基地局工事 

データオフロード対策（WI-FI等） 

■ 通信環境の変化 

電柱更改 

固定ネットワーク工事 

固定通信 

モバイル通信 

老朽設備対策 

電柱更改 

固定とモバイルの融合 

モバイルネットワーク機器 
サービス市場の拡大 

データ量の増加（対2010年） 

◆27倍 
◆28倍 

◆29倍 

アンテナ対策工事 

（分離・共用） 

新周波数基地局工事 

WI-FIソリューション 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

2011.3 2018.3（予） 

スマートフォン契約数 

フューチャーフォン契約数 

スマートフォン比率 

（万台） 

スマートフォン市場規模予測（国内） 

68.2％ 

ミライトのビジネスチャンス 

キャリアWi-Fiスポット数比較 

ウェアラブル端末市場規模予測（国内販売台数） 

◆25倍 
（32倍） 

出所：ＭＭ総研調査資料より当社作成 

出所：各社ＨＰ等より当社推計 

NEW 

NEW 

NEW 

NEW NEW 

（万箇所） 

出所：ＭＭ総研調査資料より当社作成 

40 

604 

0

350

700

2014.3 2021.3

（万台） 

80万以上 

500万以上 

ＢＴ 

NEW 

ＬＴＥでのサービス開始予定 
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Ⅵ 参 考 資 料 



（１）ミライト・ホールディングスの概要 
１. 会社概要 

設   立 ２０１０年１０月１日 

資 本 金 ７０億円 

社長（ＣＥＯ）  鈴木 正俊 

株   式 【発行済株式数】  ８５，３８１，８６６株 

上場証券取引所 東京証券取引所 市場第一部 （コード番号：1417） 

格   付 
日本格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） Ａ－ 

日本格付研究所（ＪＣＲ）        Ａ－ 

所 在 地 東京都江東区豊洲５丁目６番３６号    

事業拠点 
【国内】  ２５拠点 ※ミライト、ミライト・テクノロジーズの合計 

【海外】    ４拠点（フィリピン、オーストラリア、スリランカ、ミャンマー） 

連結子会社数 

（２０１４年９月末現在） 
３６社 

従業員数 

（２０１４年９月末現在） 

【連結】７，５３８名   （ミライトＨＤ               ９８名） 

 （ミライト           連結 ４，４１４名 単体 ２，６９０名） 

 （ミライト・テクノロジーズ 連結 ３，０２６名 単体    ９１１名） 

決 算 期 ３月３１日 
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大明㈱ 
1944年12月設立（東証一部上場） 
（連結売上高）  1,156億円 
（連結従業員） 3,011名  （2010年3月期） 

 
 
 
㈱ミライト・テクノロジーズ 
（本  社） 大阪 
（連結売上高）   1,033億円（2014年3月期） 
（連結従業員）  3,026名  （2014年9月） 

 

 
 
 
 

㈱コミューチュア 
1960年6月設立（東証・大証各一部上場） 
（連結売上高）    919億円 
（連結従業員）  2,702名  （2010年3月期） 

 
 
 
 

㈱東電通 
1946年2月設立（東証一部上場） 
（連結売上高）    476億円 
（連結従業員）  1,233名  （2010年3月期） 

 
 
 
㈱ミライト 
（本  社） 東京 
（連結売上高） 1,849億円（2014年3月期） 
（連結従業員） 4,414名  （2014年9月） 

㈱ミライト・ホールディングス 

 
 

㈱ミライト・ホールディングス 

合    併 

商号変更 

 
 
 
 

大明㈱ 

 
 
 
 

㈱コミューチュア 

 
 
 
 

㈱東電通 

2010年10月 ３社経営統合 

2012年10月 事業再編成 

持株会社設立 

（２）ミライトグループの結成 

29 

 通信キャリアのパートナーとして、通信インフラ設備の構築を中心に半世紀以上にわたり事業を展開してきた、大明㈱、㈱コミューチュア、㈱東電通
が２０１０年１０月に経営統合。持株会社㈱ミライト・ホールディングスを設立 

 ２０１２年１０月１日に事業会社３社体制から２社体制（ミライト、ミライト・テクノロジーズ）に移行し、 「総合エンジニアリング＆サービス会社」への
構造転換を推進 



 主力事業である通信インフラの設備構築（固定通信、移動体通信）を基に、ＩＣＴ、環境、エネルギーなど幅広い分野で事業を展開 

事 業 種 別 

①ＮＴＴ事業 ■ＮＴＴグループ向け固定通信設備の建設・保守・運用等 

②マルチキャリア事業 
■移動体通信設備の建設・保守・運用等 

■ＮＣＣ向け固定通信設備、ＣＡＴＶ工事等 

③環境・社会 

イノベーション事業 

■環境・新エネルギー関連 

■社会インフラ構築 

■一般企業等の電気、空調設備の建設・保守・運用 

④ＩＣＴソリューション事業 
■クラウド・オフィスソリューション・Ｗｉ－Ｆｉ・ソフト・放送波等 

■一般企業等の情報通信システムの建設・保守・運用 

NTT 

999億円 

（36.0％） 

マルチキャリア 

984億円 

（35.4％） 

環境・社会イノベーション 

285億円 

（10.3％） 

ICTソリューション 

508億円 

（18.3％） 

■事業の内容 

■２０１４年３月期における売上構成比率 

1,100  1,114  1,091  
999  999  930  

681  603  
813  

845  
984  

930  

426  

374  

458  529  285  
420  

256  

267  

346  
402  

508  
570  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2011.3期 2012.3期 2013.3期 2014.3期 2014.3期 

新区分 

2015.3期 

計画 

（単位：億円） 

2,466 

2,360 

2,710 

■事業別売上高の推移 

ＮＴＴ 

マルチ 
キャリア 

環境・社会 

ＩＣＴ 

2,777 

（３）事業構成 

2,777 

ＮＴＴ 

モバイル 

総合設備 

ＩＣＴ 

区分 
変更 
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2,850 



（４）事業概要 

交換機プログラム更新作業 光ケーブル接続作業 電柱更改工事 LTE工事 無線基地局併設工事 キャリアネットワーク 

データセンタ保守 LAN・WAN等構築 Ｗｉ-Ｆｉ環境構築工事 太陽光工事 高速道路照明 
設備改修工事 

電線地中化 

地下設備構築 

31 

NTT事業 

宅内・屋外工事 

大規模屋外工事 （電柱更改工事、その他） 

土木工事 （マンホール, 管路設備,電線共同溝） 

NW回線工事 

設備運営業務 （故障修理・線路保守等） 

マルチ 

キャリア 

事業 

屋外基地局建設 （ＬＴＥ、３Ｇ等） 

屋内基地局建設 （ビル内部、地下鉄等） 

キャリアネットワーク（通信キャリアの固定設備等） 

グローバル（海外の通信キャリアの設備工事） 

環境・ 

社会イノ
ベーション

事業 

環境・エネルギー（太陽光、ＥＶ充電等） 

電気・空調（ビル電気設備・空調・衛生設備等） 

社会インフラ（一般土木・通信土木工事、下水道工事等） 

ICT 

ソリュー
ション事業 

クラウド・オフィスソリューション・Ｗｉ－Ｆｉ＆ソリューション 

データ系 （LAN･WAN･無線LAN構築） 

ソフトウェア開発 （システム設計・アプリケーション開発等） 

運用・保守 （オンサイト保守サービス、遠隔監視サービス等） 

音声系 （PBX・IP-PBX構築等） 

ee-TaB* ＥＶ充電 

グローバル 



【2014年3月期】 
売上高 2,777億円 
営業利益 114億円 
営業利益率 4.1％ 

【2013年3月期】 
売上高 2,710億円 
営業利益 108億円 
営業利益率 4.0％ 

【2012年3月期】 
売上高 2,360億円 
営業利益  52億円 
営業利益率 2.2％ 

2010年10月 
当社設立 

2011年3月 2012年3月 2013年3月 

【2011年3月期】 
売上高 2,466億円 
営業利益  49億円 
営業利益率 2.0％ 

政権交代（アベノミクス） 東日本大震災 

スマートフォン／タブレット端末の普及 

震災復興の加速／新エネルギーへの注目 

環境変化 

【2011年3月期売上高】 
2,466億円 

Ｍ＆Ａの活用による

事業領域の拡大 

既存事業の生産性向上 

社内管理基盤の確立 

ＮＴＴ 

モバイル 

▲大明・東電通合併による効率化 

▲業務集約センタ（ＭＢＣ）設立による効率化・子会社業務集約 

中
期
経
営
計
画
の
柱 

2014年3月 

NTT 

44％ 

1,100億円 

モバイル
28％ 

681億円 

ICT・総合設備 

28％ 

683億円 

【2014年3月期売上高】 
2,777億円 

基盤確立 

業務集約 

①経営目標 
 

2010年3月期⇒2014年3月期 

売上高 2,552⇒ 2,800億円 

営業利益  84⇒  120億円 

営業利益率 3.3⇒ 4.3％ 

②総合エンジニアリング 

＆サービス会社への 

構造転換 
 

ＩＣＴ・総合設備事業の売上高 

2010年3月期⇒2014年3月期 

     635⇒1,000億円 
 

 

③経営統合による 

シナジー創出 
 

営業利益120億円の達成と 

営業利益率の改善 

エリア業務の最適化による拠点集約 

ＣＭＳの導入 

システム統一／業務プロセス標準化 

販管費削減プロジェクトの推進 

アクセス系子会社再編／人員削減 

NTT 

36％ 

999億円 

ICT・総合設備 

33％ 

932億円 

モバイル 

31％ 

845億円 

全国施工体制の強化／マルチスキル化 

空調 
（日設） 

下水道 
（片倉建設） 

エリア強化 
（沖創工） 

ソフトウェア 
（アクティス） 

（プラクティカル） 

図書館事業 
（リブネット） 

事業ポートフォリオの構造転換 

⇒ＩＣＴ・総合設備事業を拡大し、ＮＴＴ事業・
モバイル事業との売上構成比率を１：１：１
にする 

主なＭ＆Ａ分野 
（会社名） 

販管費 193⇒185億円  

販管費率 7.6⇒6.7％ ※ 

▲豊洲移転による本社（東京）統合 連結納税制度導入▲ 人事・給与制度統一▲ 

会計・人事等基幹システム統一▲ 

年金制度統一▲ 

※ 2014年3月期の販管費にはＭ＆Ａ子会社による増加14億円を含んでおります。 

ドコモ事業・ＫＤＤＩ事業を大明（現ミライト）に集約 

ＬＴＥ普及本格化 

地下鉄等不感地対策・新周波数帯サービス 

概ね達成 

2013年度 

売上高合計 

166億円 
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２. 当社設立から前期までの取組み 



ＩＣＴソリューション事業 （年間売上規模 59億円） 顧客・マーケット 環境・社会イノベーション事業 （年間売上規模 151億円） 

学校・官公庁 

通信キャリアグループ 

一般企業 

グローバル 

公共インフラ工事強化 

アウトソーシング 
ビジネス拡大 

電気・空調一体 
ソリューション拡大 

全国施工体制強化 

海外事業基盤強化 

通信ソフト強化 

ソフト人材力強化 

 ㈱沖創工子会社化（2012.7） 
⇒工事エリア拡大（売上高 16億円） 

片倉建設㈱子会社化（2012.6） 
⇒下水道事業開拓（売上高 （21億円） 

㈱日設子会社化（2012.1） 
⇒空調事業開拓（売上高 78億円） 

ミャンマーに法人設立（2013.4） 
 ⇒オフショア拠点 

Relative MIRAITとCCTSが経営統合。 
ミライト・テクノロジーズ オーストラリアが豪州での 
Tier１企業として事業拡大（2014.7） 
⇒第2四半期より連結 （売上高 36億円） 

スリランカにて工事開始（2013.1） 
⇒Daimei SLK(Pvt)Limited 

㈱アクティス子会社化（2012.11） 
 （売上高 45億円） 

㈱アクロネットに20％出資（2012.11） 

ネクスト・イット㈱と業務提携（2013.2） 
⇒ネットセキュリティ、ストレージサービス 

㈱リブネット子会社化（2013.2） 
⇒図書館等アウトソーシング（売上高 4億円） 

ソリューションビジネス強化 

大興電子通信㈱ （2013.10）、 
テックファーム㈱（2013.12）と業務提携 

⇒クラウド、ソリューション 

ソフトウェア事業強化 

ケイ・ソフト㈱と㈱福岡システムテクノを合併し、 
MIS九州㈱設立（2014.4） （売上高 ２億円） 

㈱プラクティカル・ソリューションズ子会社化（2013.10） 
 （売上高 1億円） 

（注）各社の売上高は直近年度の売上高実績を記載 

タイムテック㈱子会社化（2014.4） 
 （売上高 7億円） 
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３. Ｍ＆Ａ等の活用による事業領域の拡大 

 ＩＣＴソリューション事業では、上位レイヤ（ソフトウェア、クラウド等）を中心にＭ＆Ａ等により新規分野拡大 

 環境・社会イノベーション事業では、既存事業の周辺分野を中心に事業領域拡大 



2014年度 ～2012年度 2013年度 

LTE 

周波数 
イベント 

ＮＴＴドコモ 

KDDI 

Soft Bank 

900MHz 

通信方式（発信形態） 

700MHz 

3.4～ 
3.6GHz 

割当 
周波数 

サービス開始予定 

2015年以降    
サービス開始予定 

ＬＴＥ-Ａｄｖａｎｃｅｄ ～ 
～150Mbps ～225Mbps 通信速度～100Mbps 

スマートフォンの普及 ＬＴＥ-Ａへの移行 
周波数帯の拡大 

NTTドコモ 
KDDI 
eA 

Soft Bank 

ＬＴＥへの移行 
通信設備の増強 

地下鉄駅間対策 

▲2013.3 
 Xi基地局数 
  約24,400局 

ＬＴＥ 

2012.6 割当決定 

▲2012.9 
FDD-LTEサービス開始 

～112.5Mbps 

▲2012.9 
LTEサービス開始 
（全国主要エリア） 

データオフロード対策 

周波数帯の拡大 

▲2011.11 
  AXGPサービス開始 

2012.3▲ 
県庁所在地級都市 
人口カバー率 約30％ 

▲2013.3 
基地局数(TDD)約27,000局 

2012.7サービス開始 

モバイル全般 

▲2014.3 実人口カバー率 
  （800MHz帯）約99% 
  （2.1ＧＨz帯）約80%  

▲2013.10 実人口カバー率 
 （800MHz帯）約98% 
 （2.1ＧＨz帯）約78％ 

ＴＶ干渉対策 

▲2013.10 
  基地局数(FDD)29,000局 

ＷｉＭＡＸ２+ ＡＸＧＰ 

設備投資総額 約6,300億円予定（３社合計） 

設備投資総額 8,000億円予定（ＬＴＥ投資含む） 

未定 

▲2013.12 
 Xi基地局数 
  約45,000局 

▲2013.10 
基地局数(TDD)42,000局 

4～5GHz 
2020年までにＬＴＥ－Ａ用に 

帯域を確保する計画 未定 

2015年度以降 

データ通信量の急増 

～1,000Mbps 

４. モバイルの市場環境 

▲2014.3 
  基地局数(2.1G,1,7G,2.5G)約94,000局 
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 ２０１２年度からモバイルキャリア各社のＬＴＥサービスが加速。新周波数帯での携帯電話サービスも開始 

 ２０１４年度以降もＬＴＥ-Ａｄｖａｎｃｅｄ技術の１つであるキャリアアグリゲーション技術の導入による高速化や新たな周波数帯でのサービスなどが予定 

▲2014.6  VoLTE サービス開始 

▲2015.3 
 Xi基地局数 約95,300局 
 （うち、100Mbps以上対応 約40,000局） 

▲2014.3 
 Xi基地局数 約55,300局 
（うち、100Mbps以上対応 約3,500局） 

▲2014.6 実人口カバー率 
  （800MHz帯）約99% 
  （2.1ＧＨz帯）約90%  

▲2014.10  VoLTE サービス開始 



この資料における予想数値に関する記述・言明は、当社の現時点での計画、

見通しにもとづく将来の予測であります。 

 

諸条件の変化により実際の業績は、本資料及び本説明会の予想とは 

大きく異なる可能性があります。 

 

従いまして、本資料及び本説明会における予想値が将来にわたって 

正確であることを保証するものではないことをご承知おき下さい。 

注意事項 

株式会社ミライト・ホールディングス 
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